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奈良県
面　積 3,691 ㎢
人　口 1,274,196人
県の花 奈良八重桜
県の木 スギ
県の鳥 コマドリ

求める教員像
○子どもの学ぶ意欲を高め，生涯にわたり学び続ける力をはぐくむ人
○豊かな人間性をもち，「生きる力」を備えた心身ともに健やかな子どもをはぐくむ人
○奈良の伝統，文化を理解し，地域と社会的絆の中で子どもをはぐくむ人

出願期間
公開日　４月10日（木）
電子申請　４月25日（金）9:00～５月19日（月）17:00

試験日程

１次試験　
　試験日　筆記試験：６月14日（土）　実技試験：６月15日（日）　合格発表日　７月９日（水）
２次試験
　試験日　集団面接（討議）：７月19日（土）・20日（日）の指定した１日
　個人面接：８月７日（木）～10日（日）・12日（火）～15日（金）の指定した１日　合格発表日　９月５日（金）

年齢制限 昭和39年４月２日以降に生まれた者

募集教科
［小］　［中］国語，社会，数学，理科，音楽，美術，保健体育，技術・家庭，外国語（英語）　［高］国語，地理
歴史，数学，理科（物理，化学，生物），音楽，美術，書道，保健体育，外国語（英語），家庭，農業，工業（機械，
電気），商業，情報　［特］　［養］　［栄］　［実習助手・寄宿舎指導員］工業，理科，特別支援

特記事項

■一般選考以外の選考　●義務教育学校教員選考　①［小］志願者で，［中］音楽，美術，技術，家庭のいずれ
かの免許状も有する者。②［中］数学，理科，外国語（英語）志願者で，［小］の免許状も有する者。●小学校英
語選考　［小］志願者で，規定の要件を満たす者。●複数教科指導教員選考　［中］技術，家庭の免許状と［中］
の他教科の免許状を有する者。●発達支援推進教員選考　［小・特・実習助手］志願者で，それぞれ規定の有資
格者。●国際バカロレア教員選考　［高］規定の教科等志願者で，規定の要件を満たす者。●日本語指導教員
選考　［高］志願者で，規定の要件を満たす者。●社会人選考　［高］志願者で，規定の要件を満たす者。１次の
教職に代えて個人面接を実施。●大学院選考　［高］数学，理科，家庭，農業，工業志願者で，規定の要件を満
たす者。１次筆記に代えて個人面接を実施。●３年次選考　［小・特］志願者で，奈良県が第１志望の最終年次
１年前の学生。●障害者特別選考　試験の実施方法，内容を変更することがある。■１次免除　次の㋐・㋑は
１次の全てを免除。㋒・㋓・㋔は教職を免除。㋕・㋖は専門を免除。㋐県費常勤講師で規定の要件を満たす者。
㋑［小］志願者で，奈良県次世代教員養成塾のプログラム修了者。㋒県内の常勤講師等として過去に規定の勤
務実績を有する者。㋓県内の常勤講師等で規定の要件を満たす者。㋔正規現職教員で規定の要件を満たす者。
㋕県内の常勤講師等で規定の要件を満たす者。㋖昨年度試験の専門における成績優秀者。

新規情報

■初任給　大学卒278,046円，修士修了297,355円（給料月額に教職調整額，地域手当，義務教育等教
員特別手当を含む。住居手当～27,000円，へき地手当約18,000円）。■初任者研修　教育公務員特例
法第23条及び附則第５条の規定に基づき，現職研修の一環として，１年間の研修を実施し，実践的指導力
と使命感を養うとともに幅広い知見を得させることを目的とする。■臨時的任用教員の研修　任意であり。
■へき地／離島／寒冷地勤務　義務ではない。■就職氷河期世代　受験案内に記載しているとおり（年齢
上限は定年退職の１年前，免除制度など）。■懲戒処分の指針　教職員課HPに掲載。■部活指導の地域移
行　平日０％，休日約６割。

小学校 中学校 高等学校

いじめ（件） 6,814 929 204

不登校（人） 1,337 2,354 999

2021年度
(2020年実施)

2022年度
(2021年実施)

2023年度
(2022年実施)

2024年度
(2023年実施)

2025年度
(2024年実施)

受験者数 1,659 1,593 1,576 1,831 1,670
採用予定者数 331 308 340 348 364

▼�令和５年度　問題行動調査でのいじめの
　認知件数と不登校児童・生徒数

▼︎�受験者数等推移
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2026年度（2025年実施） 筆記試験DATA

　〈教職教養〉では例年，六択を中心とした択一式

で幅広い分野の詳細な理解が問われており，今年度

も同様の出題となった。

　学習指導要領では，総則と道徳を中心とした出題

になっており，総則からは「第4 生徒の発達の支援」

が出題された。また，道徳については，昨年度に続

いて「道徳に係る教育課程の改善等について（答

申）」（2014年）等が出題されている。

　教育原理（学習指導法，特別支援教育，人権教育，

情報教育等）のうち，学習指導法ではブレイン・ス

トーミングやイエナ・プラン，プロジェクトメソッ

ド等に関する問題が出題された。特別支援教育では，

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シス

テム構築のための特別支援教育の推進（報告）」

（2012年）等が出題された。人権教育では「人権教

育を取り巻く諸情勢について」（2021年）のほか，県

の資料「人権教育の推進についての基本方針」（2008

年）が出題。情報教育では「教育の情報化に関する

手引き（追補版）」（2020年）が出題されている。

　生徒指導では，「生徒指導提要」（2022年）が必

出であり，今年度は「第1章 生徒指導の基礎」と

「第4章 いじめ」が出題された。また，「いじめの重

大事態の調査に関するガイドライン」（2024年）等

も出題されている。

　教育時事では，「教育振興基本計画（閣議決定）」

（2023年）や「『令和の日本型学校教育』を担う質の

高い教師の確保のための環境整備に関する総合的な

方策について（答申）」（2024年）等が出題された。

　教育法規では必出の教育基本法が，また頻出であ

る地方公務員法，教育公務員特例法，いじめ防止対

策推進法，教育職員等による児童生徒性暴力等の防

止等に関する法律が，それぞれ出題された。これら

のほか，改正前の子どもの貧困対策の推進に関する

法律等も出題されている。

　教育心理では例年幅広い領域から出題されてお

り，今年度はクライエント中心療法や人格の類型論，

記憶に関する問題等がみられた。

　教育史では戦後日本の教育法制史が出題された。

▶学習指導要領で要注意の総則と道徳
▶生徒指導では「生徒指導提要」
▶教育法規では教育基本法など

＊「地域」には「教育原理」も含まれる。
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